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公表　人事行政の運営等の状況

　人事や給与等の公平性と透明性を高めるため、人事行政の運営等の状況をお知らせします。

１ 職員の任免および職員数の状況

(１) 職員数(各年４月１日現在)

平成26年

平成27年

対前年増減数

562人 (男391人　女171人)

553人 (男379人　女174人)

9人の減 (退職者の不補充)

※一般職に属する職員数です。休職者、派遣職員など

を含み、臨時職員と非常勤職員を除いています。

※[　　] 内は、条例で定める上限の定数です。

(２) 部門別職員数(各年４月１日現在)

(３) 平成26年度退職者数

平成26年

6人

100人

20人

73人

41人

0人

26人

20人

45人

331人

76人

90人

166人

4人

17人

15人

29人

65人

562人
[610人]

平成27年

6人

108人

20人

73人

35人

0人

26人

19人

35人

322人

78人

91人

169人

4人

15人

14人

29人

62人

553人
[610人]

議　　会

総　　務

税　　務

民　　生

衛　　生

労　　働

農林水産

商　　工

土　　木

小　　計

教　　育

消　　防

小　　計

病　　院

水　　道

下 水 道

そ の 他

小　　計

一 

般 

行 

政

特
別
行
政

公
営
企
業
等

職員数 対前年
増減数

0人

8人

0人

0人

△6人

0人

0人

△1人

△10人

△9人

2人

1人

3人

0人

△2人

△1人

0人

△3人

△9人合　　計

内　　訳

事務職

11人 6人 1人 2人 20人

計

(４) 職種別採用者数

(６) 定員適正化計画(各年４月１日現在)

ア 定員適正化計画の目標

　平成24年３月に策定した｢定員適正化計画｣により、

平成29年４月１日の目標職員数を550人と定め、推進

しています。実績は次のとおりです。

(５) 年齢別職員構成（平成27年４月１日現在）

 年　度

平成17年

平成23年

平成24年

平成25年

平成26年

平成27年

職員数

662人

573人

572人

567人

562人

553人

累計削減数

―

△89人

△90人

△95人

△100人

△109人

削減率

―

△13.44％

△13.60％

△14.35％

△15.11％

△16.47％

※平成23年から25年までは、任期付き職員２人を含む。

平成25年４月２日～平成26年４月１日採用 計19人

事務職　 一　般　行　政 　　　８人

技術職　 一　般　行　政　　　 ６人

消防職　 特　別　行　政　　　 ３人

教育職　 県教育委員会から　　 ２人

採用職種別
内　訳

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

8

30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41

19

11 14 19 16 20 26 22 25 318 13

42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53

10

21 14 11 21 16 7 12 11 1028 27

54 55 56 57 58 59 60

人数

年齢

人数

年齢

人数

年齢

人数 17 14 15 209 －

1 － 9 5 7 9 6 6 6 52

18

1

－1 － － －

61 62 63 64 65

平成26年４月２日～平成27年４月１日採用 計11人

事務職　 一　般　行　政 　　　２人

技術職　 一　般　行　政　　　 ４人

技術職　 国への退職派遣からの復職　　１人

消防職　 特　別　行　政　　　 ３人

教育職　 県教育委員会から　　 １人

採用職種別
内　訳

技術職 消防職 教育職

※事務職(一般行政)は、フルタイム再任用職員を含む。

人
事
行
政

年齢
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大学卒

高校卒

高校卒

　　区　　分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

292,456円

247,700円

 　―　円

　 ―  円

   ―  円

　 ―　円

327,096円

291,885円

288,794円技能労務職

大学卒

高校卒

高校卒

　　区　　分

 一　般
 行政職

　　 糸魚川市

　初任給
採用２年経
過日給料額

　新潟県

　初任給

186,100円

150,500円

145,500円

174,200円

142,100円

137,200円

180,800円

146,500円

144,200円技能労務職

区分

標準的な
職務内容

職員数

構成比

５級

課長

参事

課長補佐

副参事

42人

13.3％

４級

課長補佐

副参事

係長

主任主査

33人

10.4％

３級

係長

主任主査

主査

主任主事

主任技師

188人

59.5％

２級

主事

技師

17人

5.4％

１級

主事

主事補

技師

技師補

15人

4.8％

合計

316人

100％

H21　　  H26

　糸魚川市

H21　　  H26

全国の市平均

イ 定員適正化の方法

　職員数は、合併後の定員管理により、類似規模の都

市の平均値とほぼ同様の状況となっています。

　しかしながら、人口の減少に加えて、経済情勢から

財政状況の好転は期待が薄く、これまで以上に厳しい

行財政運営が求められていることから、｢定員適正化

計画｣を策定し、次のような手法を基本としながら、

さらなる定員の適正化に努めています。

①事務事業の整理、組織の合理化

②民間委託等の推進、指定管理者制度の活用

③退職職員の一部不補充、臨時職員等の活用

２ 職員の給与の状況

(１) 人件費(平成26年度普通会計決算)

　・人口（平成27年３月31日現在）…４万5,493人

　・歳入額…343億8,672万円

　・歳出額…323億7,208万円

※普通会計とは、一般会計に
柵口温泉事業特別会計およ
び有線テレビ事業特別会計
を加えたものです。

※人件費には、特別職の給与
報酬を含みます。

(２) 職員給与費(平成27年度普通会計予算)

普通会計職員数497人→職員１人当たり年間給与費563万円

※職員給与費には、退職手当、共済費負担金、特別職の給

与・報酬を含みません。

　金額は当初予算に計上した額です。

区　　分

平均給料月額

平 均 年 齢

平均給料月額

平 均 年 齢

一般行政職

 319,542円

 　 43.3歳

 333,646円

　　43.2歳

技能労務職

 297,793円

　　49.4歳

 355,575円

　　51.8歳

糸
魚
川
市

新
潟
県

(３) 職員の平均給料月額および平均年齢

　   (平成27年４月１日現在)

注)平均給料月額とは、職員の基本給の平均です。

(４) ラスパイレス指数

　（平成21年４月１日現在と平成26年４月１日現在

　　の比較）

※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100

とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数で

す。

(５) 職員の初任給月額(平成27年４月１日現在)

(６) 一般行政職の級別職員数

　　（平成27年４月１日現在）

(７) 職員の経験年数別学歴別平均給料月額

　　（平成27年４月１日現在）

歳出額

323億

7,208万円

職員給与費

27億

9,907万円

一　般
行政職

人件費 11.8％

　38億2,204万円

人件費以外の歳出
88.2％

給料

18億2,333万円

　　 (65.2％)職員手当

３億52万円

　(10.7％)

期末･勤勉手当

６億7,522万円

　　(24.1％)

７級

部長

7人

2.2％

６級

課長

参事

14人

4.4％

90

95

100

92.5 92.2

98.3 98.4

注)「 ― 」の欄は、該当する職員がいない区分です。

、
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 なし

 なし

 なし

期
末
・
勤
勉
手
当

内　　容
国の制度と
異なる内容

寒
冷
地
手
当

退
職
手
当

加算率

30％

15％

 2％

 国

30％

15％

 2％

50歳

55歳

59歳

糸魚川市

－

－

　　　　　 区 　　　分

支給対象職員1人当たり平均支給月額

手当の種類(手当数)

特
殊
勤
務
手
当(

平
成
　
年
度)

26

 全職種

 22.5％

1,838円

 22種類

支給額の多い手当

多くの職員に支給
されている手当

救急業務手当

救急業務手当

職員全体に占める手当支給職員の割合

配偶者　 13,000円

その他　各6,500円

(16歳～22歳の子

　１人につき5,000円加算）

扶
養
手
当

－

(９) 職員手当(平成27年４月１日現在)

(平成27年度支給割合)

　　　 期末手当　勤勉手当

６月期 1.225月分 0.750月分

12月期 1.375月分 0.750月分

　計　 2.6月分　 1.5月分

寒冷地に勤務する職員に対

して、世帯の状況に応じて

最高月額17,800円まで支給

(支給率）自己都合　

 勤続20年　20.445月分

 勤続25年　29.145月分

 勤続35年　41.325月分

 最高限度額　49.59月分

(支給率）定年･定年前早期退職

 勤続20年　25.55625月分

 勤続25年　34.5825月分

 勤続35年　49.59月分

 最高限度額　49.59月分

その他の加算措置

定年前早期退職特別措置

(２％～45％加算措置)

１人当たり平均支給額

2,018万円(平成26年度)

(10) 特別職の報酬等(平成27年４月１日現在）

－

区
分

国の制度
との相違

なし

区分

報
　
酬

804,000円

618,000円

372,300円

307,000円

287,600円

　期末手当

(平成27年度
　 支給割合）

市　長

副市長

議　長

副議長

議　員

給料月額等

６月期 1.475月分

12月期 1.625月分

　計   3.10月分

・役職加算15％

給 

与

住
居
手
当

なし

国の制度と
異なる内容

内　　　容

－

区
分

・交通機関利用者(電車、バス
利用者)

 負担している運賃の額に応じ
て、１か月当たり最高55,000
円まで支給

・交通用具使用者
　通勤距離に応じて月額2,000円

～31,600円支給

月額12,000円を超える家賃を支
払っている職員に対し、負担し
ている家賃の額に応じて最高月
額27,000円(家賃55,000円以上
の場合)まで支給

国の制度
との異同

なし

－

通
勤
手
当

給料月額×在職月数×29/100

退職手当(４年任期満了時)

市　長

副市長 給料月額×在職月数×21/100

区分

123,926千円支給総額

職員１人当たり支給月額

※管理職を除く全職員分(平成26年度)

時
間
外
勤
務
手
当

　 18,403円

(８) 昇給号級数調整の状況

平
成
　
年
度

25

平
成
　
年
度

26

職員数　Ａ

比　率　Ｂ／Ａ

560人

 39人

7.0％

一般行政職等 技能労務職

537人

 39人

7.3％

 23人

　0人

　0％

昇給号給数の調整を
行った職員数 Ｂ

昇給号給数の調整を
行った職員数 Ｂ

合 計

565人

 32人

5.7％

541人

 32人

5.9％

 24人

　0人

　0％

職員数　Ａ

比　率　Ｂ／Ａ

区　　分

代表的な

手当の名称
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処分名

休　職

　事　由

心身の故障

人数

13人

　事　由

不動産の貸付

人数

１人

４ 職員の分限および懲戒処分の状況

(１)分限処分の件数

　　および処分事由

　　（平成26年度）

(２)懲戒処分の件数

　　および処分事由

　　（平成26年度）

年次休暇 対象者数:562人
１人当たり　
平均取得日数:  9.50日

計８人（男０人、女８人）
うち平成26年度新規取得者７人
　　　　　　　(男０人、女７人)

(２) 休暇の取得状況

　　（平成26年１月１日～平成26年12月31日）

５ 職員の服務の状況

(１)営利企業等の従事許可の

　　事由別人数（平成26年度）

６ 職員の研修および勤務成績の評定の状況

(１)職員研修の主な実施状況(平成26年度）

問 合 先　総務課 職員係 ☎552-1511

(３) 育児休業および部分休業の取得状況(平成26年度)

処分名 人数

特別休暇

育 児 休 業

育児部分休業

高齢者部分休業

修学部分休業

50人

44人

14人

167人

15人

94人

2,747人

受講者数内　　　容区　分

専 門 研 修

職務階層別
研 修

先進地視察
研 修

そ の 他
派 遣 研 修

自 主 研 修

庁 内
集 合 研 修

新採用職員、主任･主査、係長、
課長補佐、課長級研修 など

財務、税務、民法、訴訟事務、
労務管理 など

新幹線･交通網対策、職員の
意識改革の取組視察 など

税務研修、健康づくり推進、人
材マネジメント など

大型自動車、危険作業主任者資
格取得 など

毎日の朝礼を係単位で実施
アフター５研修などを実施

取得者数:38人

対象者数:562人

取得者数:７人

取得者１人当たり
平均休暇日数: 42.21日

１人当たり
平均取得日数:  2.85日

取得者１人当たり
平均取得日数:111.00日

療養休暇

産前･
産後休暇

計０人

計０人

(制度なし)

(２)職員考課制度

　職員の一定期間の業務実績、執務態度、職務遂行

能力を客観的、組織的、定期的に考課することによ

り、人事管理に反映させるため、考課を行っていま

す。

　また、人材育成を主眼として、目標管理面談制度

を運用しています。

７ 職員の福祉および利益の保護の状況(平成26年度)

(１)健康診断の実施状況

　　定期健康診断および人間ドック受診者数　550人

(２)公務災害および通勤災害の発生件数

　　公務災害　７件

　　通勤災害　０件

８ 新潟県市町村総合事務組合公平委員会の業務状況

　（糸魚川市に係る業務状況・平成26年度）

(１)勤務条件に関する措置の要求の状況　　０件

(２)不利益処分に関する不服申立ての状況　０件

Ｏ　Ｊ　Ｔ
職場勉強会

不祥事防止研修、財政研修、
ジオパーク研修 など

事　由

給食費の

横領

課　　　題
レ ポ ー ト

行政課題などをテーマとした
レポート

区　分

一　般
行政職

　　勤務時間

始業時刻 終業時刻

午前
８時30分

１週間当たり
　38時間45分勤務

　　　休　日　等

・日曜日および土曜日

・国民の祝日

・年末年始(12月29日～

　31日、１月２日～３日）

午後
５時15分

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(１) 勤務時間(平成27年４月１日現在）

減　給 ４人
管理監督

責任

免　職 １人

※欠格条項該当による失職１人


